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令和３年分所得税・消費税（個人事業者）を 

納付される皆様へ 
 

 

 

  納税者の皆様には、所定の期限までに所轄の税務署へ申告書を提出していただくとともに、納付する税額が

ある場合は、原則として、申告書の提出日が申告・納付期限となりますので申告の日までに自ら納付していた

だく必要があります。  

※納期限までに納付できない場合には、お早めに税務署にご相談ください。  

 

 

振替日にご指定の預貯金口座から納税額を自動的に引き落としますので、事前に預貯金口座の残高をご確認

ください。残高不足等で引き落としができない場合は、納期限の翌日から納付日まで延滞税がかかりますので

ご注意ください。転居等により所轄の税務署が変わった場合は、新たに振替納税の手続をするか、異動後も継

続して振替納税を行う旨を記載した「所得税・消費税の納税地の異動又は変更に関する届出書」を提出する必

要があります。 

振替納税を利用されている方の振替納付日 

申告所得税及び復興特別所得税 消費税及び地方消費税（個人事業主） 

３月１５日（火）までに

申告された方 

令和４年 

４月２１日（木） 
３月３１日（木）までに

申告された方 

令和４年 

４月２６日（火） 

申告・納付期限の延長

により３月１６日（水）

から４月１５日（金）ま

でに申告された方 

令和４年 

５月３１日（火） 

申告・納付期限の延長

により４月１日（金）か

ら４月１５日（金）まで

に申告された方 

令和４年 

５月２６日（木） 

〇 上記の振替納付日の前日までに、あらかじめ指定口座の預貯金残高をご確認ください。 

また、振替日等をお知らせする文書は、初めて振替納税をご利用される方以外には、送付しておりません。 

〇 納期限を過ぎてから振替納付日までの間に納付されますと、二重納付となる場合がありますので、ご注

意ください。 

〇 振替納税は、申告期限までに申告書を提出された場合に限りご利用になれます。 

〇 平成 29年１月から振替納税の領収証書が送付されなくなりました。 

〇 転居される場合や、指定口座が不明な場合又は指定口座を変更したい場合の手続など、ご不明な点につ

きましては、国税庁HPをご確認いただくか、税務署へお尋ねください。 

令和４年 

４月号 

税務署へのお問い合わせは、左の代表番号におかけ
いただいた後、自動音声案内にしたがって「2」（税務
署）を選択して、交換手に内線番号をお伝えください。 

http://tok/map/K00400/DocLib8/カット集/data/6/s6-3/33.html


 

 

   納税には、便利で安全な振替納税をお勧めします。  

  振替納税を利用されない方は、振替納税以外のキャッシュレス納付やＱＲコードを利用したコンビニ納付

をすることもできます。 

なお、金融機関の窓口で納付される方で納付書をお持ちでない方は、税務署又は所轄の税務署管内の金融機

関に用意してある納付書に現金を添えてご利用ください。  

（※）金融機関に納付書がない場合には、税務署へご連絡ください。納期限までに納付がない場合は、延滞

税がかかりますのでご注意ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 山梨小売酒販組合はね、酒類業組合法に基

づいて、国の行う酒税の保全措置に対する協

力、国が組合員に対して発する情報の伝達、

酒類に対する社会的要請に関する取組、酒類

の公正な取引環境整備に関する取組を行って

いる団体なんだ。 

 山梨小売酒販組合では、２０歳未満の者の

飲酒防止・飲酒運転撲滅に向けた取組を実施

し、飲酒事故防止に努めているんだよ。 

 山梨小売酒販組合って、
どんな団体なの？ 

マイナンバーキャラクター 

マイナちゃん 

ｅ－Tax キャラクター 

イータ君 

検 索 
猶 予 制 度 が あ り ま す 

新型コロナウイルス感染症の影響により、国税を一時に納付することができない場合、税務署に申請

することにより、次の要件のすべてに該当するときは、原則として１年以内の期間に限り、猶予が認め

られますので税務署にご相談ください。 

あ要 件（換価の猶予）あ 

① 国税を一時に納付することにより、事業の継続又は生活の維持を困難にするおそれがあると認めら

れること。  

② 納税について誠実な意思を有すると認められること。 

③ 猶予を受けようとする国税以外の国税の滞納がないこと。 

④ 納付すべき国税の納期限から６か月以内(注)に申請書が提出されていること。 

    (注)既に滞納がある場合や滞納となってから６月を越える場合であっても、税務署長の職権による

換価の猶予（国税徴収法第 151 条）が受けられる場合もあります。 

※原則、担保は不要です（担保の提供が明らかに可能な場合を除く。）。 

あ内 容（猶予が認められると）あ 

① 原則として１年間納税が猶予されます（状況に応じて更に１年間猶予される場合があります。）。 

② 猶予期間中の延滞税が軽減(注)されます。 

(注)通常 年 8.7％→軽減後 年 0.9％（令和４年中の利率） 

③ 財産の差押えや換価（売却）が猶予されます。 

新型コロナウイルスの影響により国税の納付が困難な方へ 


